
第１回 生駒市介護保険運営協議会 会議録 
 
 
１ 開催日時  平成２６年２月２６日(水) 午後２時～ 
 
２ 開催場所  生駒セイセイビル ４０３ ４０４会議室 
 
３ 出席者 
（委員）萩原委員、辻村委員、井上委員、中庄谷委員、日野委員、永田委員、 
    澤井委員、小川委員、林委員、小坂委員、藤尾委員、櫻井委員、村上委員 （座

席順） 
(事務局)坂本福祉部長、奥田介護保険課長、安達高齢福祉課長、清水高齢福祉課課長補佐、

森田介護保険課課長補佐、田中介護保険課予防推進係長、吉田介護保険課保険係

長、寺西高齢福祉課高齢福祉係長、殿水介護保険課保険係員、齊藤介護保険課予

防推進係員、 
４ 欠席者 高取委員 
 
５ 傍聴者 なし 
 
６ 議事内容 

１． 開会 
２． 辞令交付 
３． 部長あいさつ 

  
坂本部長：福祉部の坂本と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

本日は大変お忙しいところお集まりいただきまして誠にありがとうございます。 
また、初めてできました協議会ですけれども委員をお受けいただきまして重ねて

厚くお礼申し上げます。 
さて本市のほうでは数々の委員会があったのですがそれらを整備統合するとい

う取り組みが始まっておりまして、この介護保険運営協議会につきましてもこれ

まで３つあった委員会を１つにまとめて整備統合して初めてできた委員会です。 
何をまとめたかといいますと、介護保険の事業計画や高齢者保健福祉計画の計画

策定をする委員会、それと地域包括支援センターの運営協議会、高齢者福祉施設

等整備審査委員会、この３つの委員会を整備統合して初めてできた委員会です。 
委員の皆様にご承認いただくときに、担当課のほうからご説明させていただきま

すが、なかなか分かりづらくて皆様何をするところだろうなと思われたことだと

思いますが、ご理解いただいて、今日こうしてお集まりいただいて本当に感謝し

ております。 



また、後ほど担当の部署から色々報告していただくことやご審議していただくこ

とをご説明があると思いますが、特に平成２６年度は３年に一度の計画策定の年

度にあたります。何の計画かと申しますと、介護保険事業計画や高齢者保健福祉

計画そういった計画を３年に一度作ります。こういった計画を作る中で介護保険

料等も決まってきますし、そういった計画をご審議いただく委員会ということで、

かなり開催回数も来年度多くなるかなと思っております。できるだけ日程調整さ

せていただきますので、皆様方のほうにもご理解いただきまして、可能な限りご

出席賜ればと思っております。 
それでは、私の挨拶はこれくらいにさせていただきまして、今日は審査していた

だく案件が結構ございますので、この後は担当のほうから進めさせていただきま

す。本日はどうもありがとうございました。 
 

４． 委員紹介 
 

５． 会議の成立 
１４名の委員のうち、本日委員１３名が出席でございまして、生駒市介護保険

条例第２２条に基づき過半数となっており、会議が成立してることをご報告いた

します。 
 

６． 事務局紹介 
 

７． 配布資料確認 
 

８． 協議会概要説明 
 
 奥田課長：（資料１）で説明 

「生駒市介護保険条例」去年の９月議会で成立したものでございます。 
まず第１８条 所掌事務（１）介護保険事業計画及び高齢者保健福祉計画の策定

に関すること。（２）地域包括支援センターに関すること。（３）地域密着型サー

ビス事業所の指定、更新等に関すること。メインはこの３つについてご審議いた

だくということでございます。 
第１９条 協議会は、委員 15 人以内をもって組織する。現時点では１４人の委

員の皆様にお願いをしているところでございます。 
第２０条 委員の任期は、３年とする。この３年といいますのは、介護保険事業

計画、高齢者福祉計画この２つの計画が３年サイクルで計画を策定することとな

っておりますので、その３年サイクルに準じたかたちで３年ということにさせて

いただいております。 
第２１条 協議会に会長及び副会長を置く。（２）会長は、委員の互選により定



める。（３）副会長は、委員のうちから会長が指名する。となってございます。 
第２２条 協議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。（２）協議会は、

委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。（３）協議会の議事は、

出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 
第２３条 協議会は、必要があると認めるときは、部会を置くことができる。（２）

部会に属する委員は、会長が指名する。（３）部会に部会長を置き、部会に属する

委員の互選により定める。（４）部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたと

きは、部会に属する委員のうちからあらかじめ部会長が指名する委員がその職務

を代理する。 
第２４条 協議会又は部会は、必要があると認めるときは、関係者に対し、会議

に出席を求めて意見若しくは説明を聴き、又は必要な資料の提出を求めることが

できる。となってございます。 
附則のほうで、委員の任期の特例ということがございます。 
この条例の施行の日以後最初に委嘱される委員の任期は、改正後の生駒市介護保

険条例第 20 条第 1 項本文の規定にかかわらず、平成 29 年 3 月 31 日までとする。 
ということで、去年の９月に成立をしておりまして条例が施行がその下に書いて

おります去年の１０月１６日でございますので、中途半端なところで３年という

ところがきてしまいますので、３年プラス何ヶ月というかたちで設定をさせて頂

くためにこのようなかたちになっております。条例のほうは以上でございます。 
 

（資料２）で説明 
「附属機関及び懇談会等の会議の公開に関する基準」について説明させていただ

きます。 
第２条 附属機関及び懇談会等の会議は原則として公開するものとする。ただし、

次の各のいずれかに該当する場合は、会議の全部又は一部を公開しないことがで

きる。 
（１）～（３）までが書かれていることは、通常個人情報やその他の不適当な不

開示情報は開示してはならない情報というものに該当する時は、当然のことなが

ら、会議を公開して傍聴人に、公開してはならないということになってございま

す。 
第３条 附属機関の会議の公開又は非公開の決定は、附属機関の長が、当該附属

機関の会議に諮って行うものとする。その都度、会議で公開、非公開を決定して

いただくことになる。ということでございます。 
第４条 附属機関及び懇談会等の会議の公開は、傍聴により行うこととし、原則

として次の要領により行うものとする。 
下の（１）から書いておりますのは、基本的に注意事項ということで、傍聴人に

関することでございます。公開というのは傍聴人が傍聴していただいてというこ

とですることになってございます。 



以上、条例と公開等に関する基準について説明は以上で終わらせていただきます。 
 
（質疑） なし 
 

９． 平成２６年度開催予定 
  
奥田課長：（資料５）で説明 

生駒市介護保険運営協議会の開催予定（案）ということでございます。 
今後の開催予定は現時点で次の通りでございますが、国のスケジュールやの審議

内容によっては、開催時期や開催回数を変更させていただくことがございますの

で、ご了承をお願い致します。 
先ほど所掌事務のほうでもご説明しましたように、まず表の中の左側で、「介護

保険事業計画、高齢者保健福祉計画関係」、これは３年ごとに開催ですので、この

４月から始まります２６年度に計画の策定を行わないといけないことになってお

りますので、そのスケジュールでございます。 
それから、その右側で「地域包括支援センター関係」これは毎年２回開催するこ

とになってございます。それから、右端の「地域密着型サービス関係」というこ

とで、これは指定の期限切れ前に開催をして更新で、また運用していただくこと

になっておりますので、それぞれの事業所ごとに期限が来るごとに随時その必要

性が生じた時にということになってございます。 
左側の計画側のほうで見ていただきたいのですが、「全体会」と「予防部会」と

書いております。 
まず、「全体会」は今日と同じように全員の委員の皆様にお集まりいただいて、

審議をする予定をいたしております。 
「予防部会」は、今のところ国で大幅に制度改正がされるという予定になってお

ります。決定や確定は今のところまだしてないものですが、概ね非常に大きい改

正になると考えられます。今までの制度の部分から軽度の要支援１，２の方のサ

ービス関係で一部今まで使っておられたサービスから市町村で任意に色々なサー

ビスが構成するというように変わっていく等がございますので、その審議を非常

に詳細にしていただかないといけなくなると予定しておりまして、「予防部会」は

作っていただいてご審議をいただく必要があると考えております。 
今のところ「予防部会」のほうは６名程度の委員の皆様で、この中の委員の皆様

の中から６名程度で構成させていただくことになるかと予想しております。 
「全体会」欄でその下に書いております矢印で「介護保険事業計画」と「高齢者

保健福祉計画」の審議は同時開催を原則とする。開催回数の節減により委員各員

の負担軽減を図る。以前まではワーキングというような形では開催していた時も

あるのですが、できるだけ全員の委員の皆様でご審議いただくのが良いのではな

いかということで一体の形を予定しております。 



今のところ６月第３回と書いております。その辺からその計画の関係でスタート

させていただくということを予定いたしております。それぞれの回数の後のカッ

コ書きは３年前が概ねこのような内容で順次ご審議いただいた経緯がございます

ので、それを参考に概ねそれに近いようなかたちになろうかということで、入れ

ております。１２月のところを見ていただきますと、市議会の計画案の議会説明

（パブリックコメント前）ということで、パブリックコメントの開始を１２月の

中旬程度から３０日間これは市民への意見募集ということで、この協議会である

程度煮詰めていただいた計画素案について市民からの意見募集を、生駒市として

もそういうパブリックコメントをするということが条例で決まっておりますので、

させていただきます。これは３０日間ですので１月の中旬までかかるということ

でございます。２７年１月のところで第１１回パブリックコメントの意見に対す

る修正計画案の確定。大幅にはその修正はないかと予想しておりますが、修正す

べき部分は修正を加味できればと思います。それによって計画案の確定をいただ

いて、☆印にありますように会長から市長への計画の答申ということで、それを

受けまして３年間の分の介護保険料が決まりますので、３月の市議会へ介護保険

料の改正案の上程ということで条例の改正をさせていただいて、４月から第６期

の事業開始に至るということでございます。 
「予防部会」につきましては、「全体会」とほぼよく似たスケジュールで１～５

回程度、場合によっては６回程度いるかもしれませんがその程度かと考えており

ます。 
「地域包括支援センター関係」につきましては、今回２月の今日させていただい

て、８月に「事業計画関係」を毎年しております。２７年の２月に第１３回で事

業実績報告というようなかたちで流れていきます。 
右端の「地域密着型サービス関係」につきましては、本日に第１回として指定更

新の案件が３月末の期限切れがございますので、それをさせていただいて５月の

第２回で指定更新６月末期限切れと新規分が入る可能性がありますのでさせてい

ただく。２７年１月第１２回これは指定更新２月と４月の期限切れをここで一括

でと考えております。非常に開催回数が今回は３年に１回の部分がありますので、

通常は右側の「地域包括支援センター関係」と「地域密着型関係」が例年発生す

るものですが、今年に限っては３年ごとの計画が入ってくるので、委員の皆様に

は非常に開催回数をご都合等をつけていただいて出席をお願いするという、誠に

申し訳ないのですがよろしくご理解のほどお願い致します。 
私のほうからは以上でございます。 

 
（質疑）  なし 

 
１０． 会長選出 

 



森田補佐：生駒市介護保険条例第２１条で「会長は委員の互選により定める。」とされてお

りますが、本日初めての会議であり、委員の皆様のご発言がしにくいかと考えま

すので、事務局提案という形でご提案させていただいて、よろしいでしょうか。 
 
委員：  （拍手） 
 
森田補佐：事務局としては、「澤井委員に会長をお願い」してはどうかと考えますが、いか

がでしょうか。 
 
委員：  （拍手） 
 
森田補佐：それでは、「澤井委員に会長をお願いすることで、決定」とさせていただきます。 

澤井委員は、会長席に移動していただきますよう、お願いいたします。それでは、

ここから議事進行は、澤井会長にお願いいたします。 
どうぞよろしくお願いいたします。 

 
澤井会長：それでは一言ご挨拶させていただきます。 

私は介護保険については、今第５期目ですけれども第１期目の時から関わって

おり、生駒市では初めてなんですが、生駒市のほうではハートフルプラン地域福

祉部会のほうに参加をさせていただきまして、それともうひとつ、今日の介護保

険運営協議会の会を通して介護保険事業計画策定と、高齢者保健福祉計画策定。

今は高齢者保健福祉計画は付け足しみたいになってるのですが、もともとは高齢

者保健福祉計画が先にありまして、１９９３年（平成５年）から高齢者福祉計画

を市町村に作るよう義務付けた。それを前提としまして介護保険が２０００年に

できてきて、介護保険が始まると高齢者保健福祉計画が脇役になった。今回に第

５期目になりますと、実は高齢者保健福祉計画に改めて焦点になる可能性がある。 
資料７の「モデル事業に関して」、これは生駒市が国のモデル事業を受けてやっ

てこられたということですが、介護保険の問題は介護保険料がもつかどうか。今

の政治は上がっていくと。高齢化が進んでいきますので、いやおう無しに介護保

険給付費が増えていきます。そうすると、そのまま介護保険料に払いかえますと、

払えないとなると介護保険制度それ自身が崩壊する可能性がある。その点で、今

介護保険制度全体を持続可能な制度作りをどうするかという議論がされておりま

して、それに対して介護予防、要支援の軽度の方の支援を介護保険事業から外し、

外すという議論もあるんですね。その時に、どうすべきかというそのところを含

めまして、介護予防支援について、どんなあり方が可能かいうことを警鐘してる

んじゃないでしょうか。ですから第６期介護保険事業計画の介護保険制度を変え

ていくための生駒市としての取り組みをどうするかという議論になってまいりま

すので、結構大変だと思います。ただ、モデル事業を拝見しましたら、結構成果



も出ているようですので、その成果をどうやって生かしていくか。今ですとか、

モデル事業を国庫の補助金でやってますとモデル事業が終わると補助金なくなり

ますよね。それでは、財源的にどうするのかという議論を話して、とても大事な   

会議になるかと思います。 
私は介護保険については、付き合いが長いのですが生駒市については素人同然

でございますので、皆様のご協力を得て親身に務めていきたいと思います。 
よろしくお願いいたします。 

 
案件（１）副会長の指名 
 
会長：  副会長に指名について、事務局から説明ありますか 
 
奥田課長：条例の時にご説明しましたように「副会長は、委員のうちから会長が指名する」

とされていますので、会長から、副会長の指名をお願いしたいと思います。 
 
会長：  私としては、副会長には学識の高取先生にお願いしたいと思っております。今

日ご欠席なので、その辺どうでしょうか。 
 
奥田課長：事務局から後日、高取委員に「副会長を澤井会長のからお願いしたいというこ

とで、お話が会議の席上であった」ということをお伝えしまして、それでお受け

いただけるよう努力しまして、お受けいただけることになれば次回の会議の席上

等でお受けいただけたということをご報告させていただきたいと思います。もし、

どうしてもお受けいただけなかった場合は、再度澤井会長と検討させていただい

て、別に指名をいただいて事務局で対応してご確認するというかたちにしてはど

うかと考えております。 
 
案件（２）「会議公開・非公開について」 
 
奥田課長：（資料２）で説明 
     第２条で、原則は公開です。 
     ただし、個人情報や非開示事項がある場合は、非公開にすべきという考え方に

なっております。公開した場合は、第４条で先ほども申し上げましたように、傍

聴が可能というかたちで内容について傍聴者の希望があれば資料等も会議の内容

も聞いていただくということになっております。 
ただし、会議の内容に個人情報などの開示をしてはならない内容がある場合に、

会議全体、審議内容がすべて個人情報に関わるようなものがあった場合は、会議

全体が非公開で傍聴はできない。あるいは、その個人情報を審議する案件だけが

１つあったといというようなことになりましたら、その案件のときだけ非公開で、



傍聴人に出ていただくというようなかたちでの対応になります。 
     ただし、第３条にありましたように「会議の公開・非公開の決定は、附属機関

の長が、附属機関の会議に諮ってその都度行う」となっておりますので、会議を

開催するごとに公開・非公開を判断していただく、また案件ごとにご判断を願う

ということになります。その都度、事務局からその案件についてはご説明いたし

ますので、それでご判断願えれば結構かと思います。 
     なお、本日の会議においては、個人情報を含む審議の予定は次第に非公開と表

示させていただいておりますので、その時点で事務局から説明をさせていただい

て、公開・非公開の判断を願う。ただ、今日は傍聴人の受付をしたのですが、傍

聴人は０ということですので、特段問題はないということでございますが、一応

形式的にご判断を願うというかたちで進めさせていただこうと考えております。 
     以上でございます。 
 
会長：  今の説明でご意見とかと質問があれば。よろしいですか。 
     冒頭で説明のあったように３つの会が一緒になっているのですね。ですから審

議は別に非公開ではないですけど、審査機能となりますと、非公開情報、個人情

報とか法人情報とか、そうすると非公開にせざるを得ない。その辺錯綜しますけ

どよろしくお願いします。 
 
案件（３）「地域包括支援センター関係」 
 
①諮問書 
 
田中係長：それでは地域包括支援センター関係の説明をさせていただきます。 
     まず、はじめに資料６の①をご覧ください。 

地域包括支援センターに関する事項について、生駒市介護保険条例第１８条第

２号に基づき、以下の通り諮問いたします。 
１．評価・検討案件といたしまして、 
①平成２５年度運営状況について 
②地域包括支援センター実地指導・事業評価に関する報告について 
地域包括支援センターが適切・公平・中立な事業運営がなされているか、協議

会の意見を求めるものでございます。 
２．承認案件といたしまして、 

     ①介護予防支援の再委託事業所について、再委託について妥当か、否かについ

て協議会の承認を求めるものでございます。 
 
②地域包括支援センターの概要説明 
      



田中係長：続きまして、資料６－②および次ページのカラーチラシをご覧ください。始め

に地域包括支援センターの概要についてご説明させていただきます。 
（業務概要） 
地域包括支援センターの業務概要ですが、身近な地域の高齢者の総合相談窓口

として、主に高齢者の権利を守ることを含め、あらゆる地域の高齢者の相談ごと

や介護や健康に関すること、暮らしやすい地域のために必要な関係機関とのネッ

トワークづくりなどを主な業務としております。 
（設置の要否） 
地域包括支援センターの設置については、介護保険法に定められており、市が

直営で設置する方法と、事業を適切、公正、中立かつ効率的に運営できる法人に

市から同センターを委託設置する方法があります。 
本市においては、市内に６ヶ所委託設置という形式をとっており、カラーチラ

シの裏面に掲載しております、６つの法人に委託しております。 
（人員基準） 
次に人員基準についてですが、「地域包括支援センター」は、「国の基準」を遵

守した上で運営を行う必要があり、その基準については、中段に記載しておりま

す。 
人員基準については、65 歳以上の高齢者人口が 3,000 人以上 6,000 人未満ごと

に専従で常勤の職員を原則として３名配置しなければならないとされています。 
３名の職種につきましては、保健師その他これに準ずる者１名、社会福祉士そ

の他これに準ずる者１名、主任介護支援専門員その他これに準ずる者１名となっ

ております。 
なお、65 歳以上の人口が 2000 人以上 3000 人未満の場合は、アとイもしくはア

とウという 2 人配置も「地域包括支援センター運営協議会」で認められた場合は

可能とされています。 
この地域包括支援センター運営協議会の機能を有する機関が本市においては、

今回お集りいただいている生駒市介護保険運営協議会であります。 
この協議会の所掌事務といたしましては、 
①地域包括支援センターの設置等に関する事項の承認に関すること 
②センターの業務方針に関すること 
③センターの運営に関すること 
④センターの職員の確保に関すること 
⑤その他として地域包括ケアに関することとされています。 
本市のセンター設置数は 6 ヶ所となっており、カラーのチラシ及び資料６－②

Ａ３の日常生活圏域図をご覧ください。 
カラーチラシの表面に市民にわかりやすいように簡単に地域包括支援センター

の業務内容を掲載しておりますが、正式には、これらの４つの事業の包括的支援

事業と称しまして、１つに総合相談事業、１つに介護予防ケアマネジメント事業、



１つに権利擁護事業、最後に包括的・継続的ケアマネジメントという４事業を実

施いただいております。 
次に生駒市内にある地域包括支援センターですが、Ａ３の地図を開いてご覧く

ださい。本市においては、日常生活圏域を 10 ヵ所に区分けをしておりまして、そ

れぞれの生活圏域を担当する地域包括支援センターがその圏域で暮らす住民の

様々な相談ごとに対応することになっております。 
フォレスト地域包括支援センターには、①②の生活圏域を、メディカル地域包

括支援センターには、③の圏域を、そして南のほうに下りましてメディカル地域

包括支援センターは⑧⑩の圏域を担当していただいております。阪奈中央地域包

括支援センターには、④の圏域を、東生駒地域包括支援センターには、⑤の圏域

を、社会福祉協議会には⑥の圏域を、梅寿荘地域包括支援センターには⑦⑨の圏

域をご担当いただいております。 
以上、地域包括支援センターの概要についての説明でございます。 
 

会長：  何かご質問等ございますか。よろしいでしょうか。 
     それでは、平成２５年度の運営状況について。 
 
③平成２５年度運営状況について 
 
田中係長：続きまして資料６－③「平成 25 年度の運営状況」についてご説明させていただ

きます。 
Ｐ１に地域包括支援センターの平成 25 年 4 月～12 月までの事業実績を各セン

ターごとに一覧にしてまとめてございます。 
それぞれの合計数の根拠は、同資料Ｐ２～Ｐ１０までの資料をまとめたものと

なりますので、P１のみの表をご覧ください。 
左上段から順にご説明させていただきます。 
はじめに「介護予防支援ケアプラン作成」とありますが、これは「要支援１・

要支援２」という比較的軽い認定者が介護保険法上のサービスを利用する際に、

地域包括支援センター職員等がケアプランを作成した数でございます。 
生活圏域内の６５歳以上の高齢者数がセンターごとに、ばらつきがございます

ので、1 番圏域内に高齢者数が少ない東生駒地域包括支援センターでは、391 件、

1番高齢者数の多い梅寿荘地域包括支援センターでは、2195件となっております。 
全体数といたしましては、6852 件となっており、うち、居宅介護支援事業所等

にケアプランを委託に出している件数が 959 件と全体の１３％が再委託の割合と

なっております。 
次に「介護予防ケアプラン作成（通所）」とございますが、こちらは「要支援・

要介護」認定は受けていないが、限りなくその状態像に近いと言われている「二

次予防事業対象者」の方々に、介護予防事業を利用いただく際に簡易なケアプラ



ンを作成した数となっております。 
メディカル包括支援センターが３８件と最も多く、少ないところで社会福祉協

議会と阪奈中央地域包括支援センターが５件となってございます。 
二次予防事業に参加された数が、この実人員になりますので、１２月までに二

次予防事業だけを参加された実人数が１０２名、継続者が４名、合計として１０

６名の方にプランを作成していただいて、二次予防事業にご参加いただいている

状況でございます。 
次に総合相談事業でございますが、こちらはセンターごとに大きな差はなく、

多いところで社協包括の８２５件、最も少ないところで東生駒包括の６４７件と

なっております。 
総合相談の主な特徴といたしましては、高齢者虐待の相談件数が昨年の同時期

には１８件でしたが、今年は９８件と今までになく伸びております。 
この背景には、高齢者虐待防止対応マニュアルの活用が市内の居宅介護支援事

業所に地域包括支援センターより、十分な周知が図られた結果であると考えられ

ます。 
次に「包括的・継続的ケアマネジメント支援（集団支援）数」ですが、介護支

援専門員の事業所等を単位に集団的支援を行ってきた回数をまとめてございます。

多いところで阪奈中央包括が２２回、少ないところで梅寿荘包括の５回となって

ございます。 
次に「包括的・継続的ケアマネジメント支援（個別支援）」ですが、介護支援専

門員への個別指導の件数をまとめございます。多いところで、梅寿荘包括の８５

件、少ないところでも東生駒包括の２６件となっております。 
最後に「地域支援体制整備」でございますが、こちらは地域のネットワークづ

くりに関する業務件数をまとめたものでございます。 
多いところでフォレスト包括の７８件、少ないところで梅寿荘包括の２５件と

なっております。 
包括的支援事業の内容につきましては、以上の説明となりますが、本市におき

ましては、その他の委託事業として、介護予防教室と生活機能評価未返送者実態

把握事業がございますので、続けてご説明させていただきます。 
Ｐ１３をご覧ください。 
介護予防教室等の開催状況を示していますが、介護予防の普及啓発を図るため

に、各地域包括支援センターに教室の開催を依頼して実施していただいておりま

す。最も開催回数の多いところは、フォレスト包括で１５回の開催、少ないとこ

ろが東生駒包括の４回開催となってございます。 
P１４をご覧ください。 
生活機能評価未返送者実態把握事業でございます。こちらは毎年、介護保険の

認定を受けていない６５歳以上の高齢者に基本チェックリスト、生駒市では元気

度チェックと呼んでおりますが、送付させていただいておりますが、どうしても



返信をなさらない方々がおられます。中には返信をしたくても封書内の紙面を読

み取る能力が欠けておられるなど、何らかの支援が必要にもかかわらず、支援に

結び付いておられない方々がいらっしゃいますので、今年は、一人暮らしで８０

歳以上の高齢者で返信がない方の追跡として、ハイリスク対象群を絞りこみ、生

活実態を地域包括支援センターの職員の方々に把握していただいているという内

容でございます。 
多いところで梅寿荘包括が７９件、少ないところで社協包括の２５件となって

おります。 
次に少しページが戻りますが、Ｐ１１・１２をご覧下さい。地域包括支援セン

ターの担当者会議を行ったものをまとめてございます。 
市内の地域包括支援センターの平準化を図るため２ヶ月に１度、介護保険課と

地域包括支援センター職員とで、会議を開催しております。会議では、事例検討

会等を重ねるなど、センターの平準化を図ることや質の向上を目指すことを重視

しながら開催しております。 
以上、運営状況の説明を終わらせていただきます。 

 
会長：  ご質問等ございますか。 

先ほど虐待について、説明があったのですが、全体として経年的な変化として

はどうですか。 
 
田中係長：ちょうど昨年の２４年４月から１２月と今年度の４月から１２月までの年度を

比べた数なのですが、介護予防支援ケアプランという要支援１・２の方々のケア

プランの数が今５６２件ほど伸びがございます。介護予防ケアプランという二次

予防事業の簡易ケアプランに関しましてはマイナス７件というかたちです。 
総合相談支援に関しましては、昨年と比べて１１８９件と相談件数の伸びがご

ざいます。包括的継続的ケアマネジメント支援の集団支援は、先ほども虐待のこ

とでお話をさせていただきましたが、生駒市では２年ほど前に高齢者虐待防止対

応マニュアルというのを地域包括支援センターと居宅の事業所で一緒に作成した

ことがございまして、それを周知徹底するためにケアマネの事業所さんたちを対

象に研修をして下さってますので、これも４９件と伸びております。 
包括的継続的ケアマネジメントの介護支援専門向けの個別支援に関しましても、

全体として６７件でございます。あと、地域支援体制整備事業も高齢者の居場所

づくりということで、サロンの推進を包括支援センターで活動を一生懸命推進し

て下さってますので、こちらの活動回数も昨年に比べて７６件増えてございます。 
 

会長：  虐待の件ですけれども、その後の取り組みはどうなっていますか。 
 
安達課長：高齢者虐待を担当しております高齢福祉課です。平成２５年度は、今の時点で



２２件ございます。レベル１・２・３とありますが、ほとんどがレベル２で、レ

ベル３までいった分はございません。 
     ２２件中３件は終結。施設に入ったということと、高齢者虐待に至らなかった

ということ。それ以外の１９件は現在継続して見守り中という状況です。 
 
委員：  レベル１・２・３について説明してほしい。 
 
田中係長：レベル１・２・３に関しましては、レベル３というのが生命の危機に直結する

ようなリスクの高いというような対象の方達がレベル３に値しまして、レベル２

というのが継続して経過を観察していかないと、いつその生命の危機に直結する

か分からないということで、支援困難な事例として継続した対応が必要なのでレ

ベル判定の数字となります。レベル１のほうはそれよりももっと軽いということ

で、経過を長く見ていけるというかたちの、レベル分けがスキルとしてあります。 
 
会長：  他何かありますか。 
 
委員：  高齢者虐待の件数なのですが、顕著に現れてきている件数ですよね。 
     潜在的な件数とかの把握の方法とか何かされているのでしょうか。 
 
田中係長：先ほど２２件という説明した数は、正式に高齢者虐待として通報を受理した数

です。今、地域包括支援センターのほうでも相談件数として９８件ほど相談件数

が上がってきておりますが、相談＝高齢者虐待にイコールにはならないので、先

ほどおっしゃったように、軽微なことであろうといつか起こる虐待に通ずるもの

があるというのは、相談が早くいろんな機関に入ってくることがすごく大事なん

ですね。ですので、今地域包括支援センターを通して介護支援専門員の方達がど

うしても介護のケアの中で、あとデイサービスとかいろんな介護サービス提供機

関の中でそういった虐待の疑わしきもの、虐待があるものを発見する機会が多く

ございますので、そういったところから顕著に数字が上がってくるような相談の

機関を増やすということを、居宅介護支援事業者協会と地域包括支援センターで

一緒にやっていただいてるような流れでございます。あとは、市民啓発に向けて

は、広報誌等を活用して、こういったことも高齢者虐待になるんですよというこ

とを知っていただき相談してくださいという市民啓発も必要かと感じております。 
 
会長：  よろしいですか。 
 
委員：  現実問題として、地域包括支援センターの活動を知らない方も世の中にはいら

っしゃいますよね。そういうところの目の届いてないところまでを浸透してやっ

ていただくという方策はどうなのでしょうか。そこまでやっておられるのかどう



か。包括支援センターに情報が届く場合は良いのですが、そこまでいかない状態

の方もいらっしゃると思うので、その辺のところはどういうふうに考えておられ

るのかと思いました。 
 
田中係長：地域包括支援センターの担当としてですけれども、１つは民生児童委員さん達

の連絡協議会なんかを通して高齢者虐待の啓発を去年、一昨年とさせていただい

ています。そうした地域の核になる役員の方達や、自治連合会や、自治会長、地

域をくまなく見て下さってるボランティアなど、そういった方には認知症サポー

ター養成講座などを通して啓発をさせていただいておりますので、おっしゃって

いただいたように、末端の方まで浸透できるよう頑張っていきたいと思います。 
 
委員：  よろしくお願いいたします。 
 
会長：  その他にないですか。 

来年の 4 月 1 日から生活困窮者自立支援法が施行されますよね。これは相談窓

口をきっちり置かないといけないですけど、その場合、制度的にその窓口につな

いでくる機関、地域包括支援センターが期待されておりますよね、その点でいう

とたとえば総合相談支援の中の介護保険その他の保健福祉サービスに関すること

の中の権利擁護もそうだと思うのですが、そういった意味では高齢者に限らない

相談を受けているのはどのくらいあるのですか。 
 
田中係長：市内には、身体障害者とか精神障害者とかの相談機関がありますので、そうい

った分類分けができるものに関しては、地域包括支援センターが全て請け負うの

ではなくて、基本は６５歳以上の高齢者の総合相談機関ということで位置づけを

させていただいてますが、最近では 2 号の方達でも若年のアルツハイマーであっ

たりとかということで、障害の施策と介護保険の施策の狭間におられる方もいら

っしゃいますので、市の地域包括支援センターでは２号だからうちじゃないです

という言い方ではなくて、一応相談を聞いて下さって適切な機関につなぐという

形で取り組んで下さっていると思います。 
 
会長：  たぶん障害的にいうと、相談機関の間の連携とか。障害とか含めまして、ある

いは消費者生活相談とか連携することとかあるし。 
それではまた議論してみたいと思います。 

 
④地域包括支援センター実地指導・事業計画に関する報告について 
⑤介護予防支援の再委託事業所について 
 
奥田課長：次第の資料に、案件④と⑤についてですが、非公開と表示をしておりますが、



この④⑤情報公開条例第７条第２号や第４号で公開してはならない内容が記載さ

れているため、会議は非公開で審議をしていただく必要があります。本日は傍聴

人がないので実質的にはその問題が生じないのですが、1 人でも傍聴がある場合

は、非公開措置を行うということになります。なお、この公開・非公開について

は附属機関の長がその会議に諮って行うと、先ほども何度も申し上げていますよ

うに、その都度議決をしていただいて非公開にするという決定をいただく必要が

ございます。事務局としては、情報公開の担当の市の担当部局と十分に詰めさせ

ていただいた上で、非公開すべきであるというご判断も情報統計係からいただい

ておりますので本日の④⑤につきましては、会長から非公開の決定を諮っていた

だきたいということでございます。 
 
会長：  原則公開ですが、事務局の提案で④⑤は非公開とすべき事項が入っているとい

うことで、非公開のご提案があったのですが、よろしいでしょうか。 
 
委員：  （異議なし） 
 
会長：  それでは、非公開ということにさせていただきます。 
 
④地域包括支援センター実地指導・事業計画に関する報告について 
⑤介護予防支援の再委託事業所について 

非公開案件のため会議録は非公開  
 

奥田課長：（非公開補足） 
     先ほど非公開についての説明が不十分だったように思いますので付け加えてご

説明もうしあげます。 
     今、非公開資料ということでご確認いただきますと、個人情報の名前とかそう

いうものがここには全然書いていないのになぜ非公開なのかと疑問を抱かれたか

と思います。この部分につきましては、「自己評価」は評価をする内容を公開して

市民等、あるいは傍聴人の方に見ていただきますと、あらぬ誤解を発生させてし

まいかねないということがございます。といいますのは、この評価というのは選

別してどこのセンターが悪いから辞めてもらうのですよというそういう選別をす

るものではございませんで、各センターの評価をして、さらに協議会の中で委員

の皆様から建設的なご意見で、「もう少しこういう風にしたら良いようになるので

は、市民にも良いようになるのではないか」とご意見等いただくものですから、

そのような観点で委員の皆様にはご承知いただくのですが、傍聴等された方が資

料を見ないで、「ここのセンター使わないようにしよう」とか、「自分の住んでい

る管轄区域だけれども評価悪いので、良いセンターを利用させてほしい」とか、

変な誤解を市民に抱かせてはならない。そういうような内容の場合は公開するべ



きものではない。不開示にするということが、情報公開条例にも定まっておりま

すので、そういう意味でこの部分は今後も毎年こういうものを提出させてもらっ

ていますが、非公開でご審議を願うということでございます。 
その説明が不十分だったかなと思います。 
もう一点につきましては、内容の総合評価の点で担当の田中係長からご説明させ

ていただいたのですが、この総合評価に至る部分でそれぞれＰ１８からになるの

ですが、その総合評価に至る自己評価表。たとえばＰ１８を見ていただきますと、

自己評価表でこれに基づいて評価をそれぞれの項目を一つの項目をさらに細かく

して自己評価で右側のほうで達成度ということで１００～７１％ということで細

かくしていただいています。さらにその細かい内容を踏まえましてＰ２２のほう

で現地調査・状況確認を田中係長と市の職員のほうでさせていただいて、さらに

細かく判定をさせていただいた結果でございますので、内容が粗く感覚的に全て

いれているものでもございませんので、その点はより詳細に評価を事務局として

はさせていただいている。ということを補足的に説明させていただきます。 
以上でございます。 
     

非公開終了。 
 
⑥地域包括支援センターの職員配置について 
 
田中係長：（資料６－⑥で説明） 
     P１ 「生駒市地域包括支援センター職員配置」についての案でございますが、

平成２５年度から阪奈中央地域包括支援センターの圏域内第１号被保険者数が３

０００人を超えたことにより、保健師等、社会福祉士、主任介護支援専門員を各

１名ずつ配置するように変更となりました。なお、それぞれのセンターが抱えて

おります第１号被保険者数に関しましては、P３に掲載しております。 
それでは、P４をご覧ください。 
阪奈中央地域包括支援センターに関しましては、報告事項が１点ございます。 
昨年、７月に阪奈中央地域包括支援センターの社会福祉士が当該年度に予定がな

かった急な退職等により、定数の人員を充足できないことが予測されました。そ

こで、平成２５年７月１１日に開催しました生駒市地域包括支援センター運営協

議会において、社会福祉士等に準ずる者の配置で対応する期間等について協議を

いただき、「９ヵ月以内とするが、１０ヵ月以降も続けば委託料の減額」の条件を

決定いただきました。 
阪奈中央地域包括支援センターにおいては平成２５年８月１１日付で社会福祉

士を正規雇用されましたので、ご報告させていただきます。 
改めて資料６－⑥ P１をご覧ください。 
生駒市の地域包括支援センターでは、それぞれの専門職種の特性を生かしながら、



かつ指定介護予防支援事業と包括的支援事業の対応が可能な人材を配置いただい

ているところでございます。 
したがって平成２６年度以降におきましては、東生駒地域包括支援センター及び

社会福祉協議会地域包括支援センターの人員配置につきましては、国の基準通り、

保健師等の配置に加え、社会福祉士もしくは主任介護支援専門員の配置でよいも

のとするという案でございます。いかがでしょうか？ 
 
会長：  ご質問ご意見ございますか。 
 
案件（４）市町村介護予防強化・推進事業（モデル事業） 
 
田中係長：簡単に資料７のご説明をさせていただきたいと思います。 

資料７市町村介護予防強化推進事業、生駒市の取り組みについて簡単にご説明さ

せていただきます。 
先ほど澤井委員長のほうからもお話がありました、全国１３の自治体で実施をし

ているということで、Ｐ３に参加している自治体を載せてあります。 
P４ 本事業は、国のモデル事業でございまして、新聞・テレビ等で放映されて

います次期改正において「要支援１・要支援２」の方々が利用されている訪問介

護サービスと通所サービスを市町村の裁量で段階的に自由に事業を構築していく

流れがございます。 
その流れを受け、昨年１０月から今年の３月まで、全国１３の自治体がモデル事

業に取り組み、その効果を検証するというものでございます。 
Ｐ６にモデル事業における自立支援の流れの図が掲載されていますが、モデル事

業においては二次予防事業対象者から要介護２の認定をお持ちの方までで、モデ

ル圏域としては社協・阪奈中央・東生駒包括のエリアに居住しており、現行の介

護保険サービスを利用しない主に新規認定者の方を対象としております。 
地域包括支援センターが現行のサービスとモデル事業の説明を利用者に行い、利

用者が選択を行い、新しく４つの事業を組みたて、集中介入期の事業として理学

療法士や作業療法士が専門のセラピストを活用した通所型・訪問型事業、移行期

の事業として転倒予防教室、生活期の事業として生駒市健康づくり推進員連絡協

議会にご協力をいただき、会食とレクリエーションを中心としたサロン、生活支

援サービスとしてはシルバー人材センターの協力を得て、既存の介護予防教室と

合わせて実施しております。 
P９をご覧ください。それぞれの事業の雰囲気を写真で掲載しております。 
P１０では、国が推奨しています地域ケア会議のことが掲載されており、P１１

～１３では、このモデル事業をお受けになられて元気を回復された方々を事例で

紹介しております。 
 



最後にＰ１４ですが、この１年間モデル事業を通した市の感想を掲載しておりま

す。 
集中介入期の通所型・訪問型にこの１２月まで参加した方のうち、介護認定を受

けていた方が５０名、そのうち、１２月末までの有効期間をもっておられた方が

２１人、うち更新しなかった方が１１人と５２．４％の方が介護認定が不要とな

る結果が得られました。 
また、生活支援サービスを必要とする大半の方は、シルバー人材センター等の会

員でも対応できるが、精神疾患や認知症、急性期疾患等を患っている要支援者に

は、有資格者である訪問介護員の方が対応に慣れており、安定したサービス提供

ができることもわかりました。 
今後、どのようなサービスを組み立てていくかを、また介護保険運営協議会や予

防部会等で検討を重ねていきたいと考えております。 
以上、報告をおわらせていただきます。 

 
会長：  よろしいでしょうか。 
 
案件（５）地域密着型サービス関係 
 
① 諮問書 
 
吉田係長：案件５の地域密着型サービス関係について説明させていただきます。 

     資料８-①地域密着型の指定更新についての諮問書でございます。 

     生駒市介護保険条例第１８条第３号に基づき、下記のとおり諮問いたします。

認知症対応型通所介護サービスの指定更新についてご意見をいただきたいという

ものでございます。 

     更新の内容につきましては、後ほどご説明させていただきます。 

 

② 地域密着型サービスの概要説明 

 

吉田係長：次に、資料８-②をご覧ください。 
地域密着型サービスの概略について説明させていただきます。 
地域密着型サービスとは、2005 年に改正された介護保険法によって新規に設立

された介護サービスのひとつで、要介護や要支援となっても可能な限り、住み慣

れた自宅や地域での生活を継続できるようにするため 
に、地域の現在の状況にあわせて、地域の特徴をいかしたサービスを、市町村が

主体となって提供する介護サービスです。 

介護サービスについては、都道府県または市町村の指定や許可が必要です。 

１枚めくっていただいて、「介護保険のサービス提供事業者と基準条例制定の法



的分担」をご覧ください。 
指定居宅サービス事業所、指定居宅介護支援事業所、介護保険施設、指定介護予

防サービス事業所については、都道府県の指定・許可が必要になってきます。 
そして、指定地域密着型サービス、指定地域密着型介護予防サービス、指定介護

予防支援事業所については、サービスを行うためには、市町村の指定・許可が必

要となります。また、指定・許可をうけた後も、各種変更等の届出申請の提出や、

指定後６年ごとに更新を受けることが義務づけられています。地域密着型介護サ

ービスの種類は、８種類で、うち要支援の方が利用できるサービスが３種類とな

っております。 
初めての方もおられますので、簡単に地域密着型サービスについてご説明させて

いただきます。 
定期巡回・随時対応型訪問介護看護というのは、「重度者を始めとした要介護高

齢者の在宅生活を支えるため、日中・夜間を通じて、訪問介護と訪問看護を一体

的に又はそれぞれが密接に連携しながら、定期巡回訪問と随時の対応を行う」も

のです。 

夜間対応型訪問介護は、「利用者が可能な限り自宅で自立した日常生活を、24

時間安心して送ることができるよう、夜間の時間帯に訪問介護員、ホームヘルパ

ーが自宅を訪問します。「定期巡回」と「随時対応」の 2種類のサービスがありま

す。」 

認知症対応型通所介護は、「認知症である利用者が可能な限りその居宅におい

て、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、必要な日

常生活上のお世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の社会的孤立感の解消

及び心身機能の維持並びに利用者家族の身体的及び精神的負担の軽減を図る」も

のです。 

小規模多機能型居宅介護とは、「利用者の選択に応じて、施設への通いを中心

として、短期間の宿泊や利用者の自宅への訪問を組み合わせ、家庭的な環境と地

域住民との交流のもとで、日常生活の支援や機能訓練を行う」ものです。 

認知症対応型共同生活介護は、「グループホームとよばれるもので、認知症の

利用者を対象にした専門的なケアを提供するサービスで、認知症の利用者がグル

ープホームに入所し、家庭的な環境と地域住民との交流のもとで、食事や入浴な

ど日常生活上の支援や、機能訓練などを行う」ものです。 

地域密着型介護老人福祉施設は、「入所定員３０人未満の介護老人福祉施設（特

別養護老人ホーム）が、常に介護が必要な方の食事や入浴など日常生活上の支援

や、機能訓練、療養上のお世話を行います。」 

 

地域密着型特定施設入居者生活介護は、「入所定員３０人未満の有料老人ホー

ムや軽費老人ホームなどが食事や入浴など日常生活上の支援や、機能訓練などの

サービスを提供する」ものになります。 



複合型サービスは、「小規模多機能型居宅介護と同じように、利用者の選択に

応じて、施設への通いを中心として、短期間の宿泊や利用者の自宅への訪問に加

えて、看護師などによる訪問看護を組み合わせて、家庭的な環境と地域住民との

交流のもとで、介護と看護の一体的なサービスの提供を受けることができる」も

のです。 

１枚めくっていただいて、Ａ３の地図をみていただけますでしょうか。生駒市

には地域密着型サービス事業所が９ヶ所あります。 

認知症対応型共同生活介護（グループホーム）が、水色でお示ししていますが、

「さくら」「ロイヤルケア２４」「フレンド生駒・菜の花Ⅰ・Ⅱ」の３ヶ所です。 

認知症対応型通所介護（認知症対応型デイサービスといわれるサービス）がオ

レンジで示しているところになります。 

「花はな」と「憩の家」の２ヶ所です。 

小規模多機能型居宅介護は黄色で示しているところですが、「いこいの家２６」

「ゆりの会小明」「あすならホーム東生駒」「フレンド倶楽部生駒」の４ヶ所あ

ります。 

資料の１枚目に戻っていただきまして、「地域密着型サービス」と「他の介護

サービス」と大きく違う点が３箇所説明させていただきます。 

１つめは利用上の違いで、「地域密着型サービス」は原則として事業所のある

市町村の被保険者しか利用できませんが、「他の介護サービス」は自由に他市町

村の事業所を利用できるという違いです。 

２つめは、指定権限の違いです。先ほど申し上げましたように、「地域密着型

サービス」の指定権限は市町村で「他の介護サービス」につきましては、都道府

県が指定権限を有しております。 

３つめは、運営上の違いで、「地域密着型サービス」には「運営推進会議」や

「介護・医療連携推進会議」の事業者による設置が必要なものもあります。また、

「地域密着型サービス」も「他の介護サービス」も指定権限者には指導監査の義

務があるため、数年に一度のペースで奈良県、生駒市ともに実地指導をおこなっ

ております。 

これで、地域密着型サービスの概要についての説明を終わらせていただきます。 

 

会長：  ご意見ご質問ありましたら・・・。 

 

③認知症対応型通所介護の指定更新について 

 

奥田課長：この部分につきましても、非公開案件になります。 

 

 



③ 認知症対応型通所介護の指定更新について 

非公開案件のため会議録は非公開  
 

非公開終了。 

 

会長：  今日の会議につきましては、答申を市長に出しますので、それについては事務

局と相談いたしまして答申書を作って提出いたしますので、それを皆様にはお送

りをするということでよろしいですか。 

 

奥田課長：今、お話いただいたようにその辺は、少し日にちをいただくということになり

ますが、答申書の文面が確定した時点で委員の皆様には写しを事務局からお送り

させていただきます。 

 

案件（６）その他 

 

奥田課長：今時点では、今日時点ではその他については特段事務局のほうの説明事項はご

ざいません。非公開案件についての紙ファイル資料は回収させていただきます。 

 

会長：  今日の会議でご意見ご質問等ございましたら。 

 

委員：  大変効果があったという予防強化推進事業ですが、国でも非常に評価が高いと

聞いております。それだけの努力が集中的にここに払われた、投入されたという

結果だと思います。田中さんが、エース級の彼女がいてるということがこのモデ

ル事業の成果を高めたということではあるのですが、それぞれの包括の職員も田

中さんも含めてずっと恒久的にいてるわけではないので、そういう意味からいう

と、確かに成果はあった。しかし事業所の現場のほうからすると相当負担がかか

って、継続してずっと続けていくことが可能なのかどうか、もう少し慎重に検討

しないと負担ばかりかかって耐えられないということになるとせっかくのことが

続かないということで、負担を軽減しながら効果的にやるという道を探らないと

いけないのではと思いますので、あえて最後にそれだけは言っておきます。 

 

会長：  他に何かありますか。 

     それでは会議は終了させていただきます。ありがとうございました。      

 
 
 


